
医療法人財団 明理会 西仙台病院  居宅介護支援センター 
運営規程 

 
（事業の目的） 
第１条  医療法人財団明理会（以下「事業者」という）西仙台病院が開設する

指定居宅介護支援センター（以下「当事業所」という）が行う指定居宅

介護支援事業（以下「事業」という）の適切な運営を確保するために人

員及び管理運営に関する事項を定め、当事業所の介護支援専門員が、要

介護状態にある高齢者（以下「要介護者等」という）に対して、適正な

居宅介護支援を提供することを目的とする。 
 
（運営の方針） 
第２条   

１ 当事業所の介護支援専門員は、利用者が可能な限りその居宅において、

その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるように援

助を行う。 
２ 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じ、利用者の立場に

たって、利用者が自己選択、自己決定ができるように支援する。 
３ 利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体的拘束等を行いません。緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う

場合にあっても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録します。 
４ 利用者は、居宅サービス計画書に位置付ける居宅サービス事業所につい

て、複数の事業所の紹介を求めることができる。また当該事業所を居宅

サービス計画書に位置付けた理由を求めることができる。 
５ 当事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の

選択に基づき適切な保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者

から、総合的かつ効果的に提供されるよう公正中立な立場でサービスの

調整を行う。 
６ 事業所の介護支援専門員は、サービス提供事業所から伝達された利用者

の情報やモニタリング等の際に介護支援専門員自身が把握した状態等の

必要な情報を主治の医師や、薬剤師に伝達する。    
７ 入院先の医療機関との情報連携や円滑な退院支援のため、入院時にはご

本人又はご家族から、担当の介護支援専門員名を伝えて頂くように説明

し、お願いする。 
８ 事業の実施にあたっては関係市町村、地域包括支援センター、地域の保

健、福祉・医療サービスとの綿密な連携を図るものとする。 



９ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うと

ともに、従業者に対し 、研修を実施する等の措置を講じる。  

１０ 厚生労働大臣が公表する、介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、居宅介護支援を適切かつ有効に行うよう努める。 

 

（事業所の名称等） 
第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 
  １ 名 称  医療法人財団 明理会 西仙台病院居宅介護支援センター 
  ２ 所在地  仙台市青葉区芋沢字新田５４番地の４ 
 
（職員の職種、員数及び職務内容） 
第４条  当事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりである。 
  １ 管理者 主任介護支援専門員  １名以上 
    管理者は事業所の従事者の管理及び業務の管理を一元的に行うと共に 

自らも指定居宅介護支援の提供にあたるものとする。 
  ２ 介護支援専門員  常勤職員１名以上 
    介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供にあたる。 
 
（当事業所の営業日及び営業時間） 
第５条  当事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 
  １ 営業時間 月曜日から金曜 8：45～17：30 
    休  日 土曜日、日曜日、祝祭日、１２月３０日の午後から１月３

日まで。 
  ２ 連絡体制 電話等により、２４時間常時連絡が可能な体制とする。 
 
（指定居宅介護支援の提供方法及び内容） 
第６条 居宅介護支援の提供方法、内容は次のとおりとする。 
  １ 居宅介護支援の提供方法 

① 利用者の相談を受ける場所  居宅、サービス事業所の相談室等 
② アセスメント   居宅を訪問して利用者及び家族に面接し、抱えて 

いる問題や解決すべき課題を分析、把握する。 
③ 課題分析の種類  ケアプラン策定のための課題検討用紙（宮城県版） 
④ サービス担当者会議の開催  利用者の居宅等において利用者の状況等

に関する情報を共有すると共に、居宅サービス計画原案について専門的

な見地から意見を求める。 
⑤ 居宅サービス計画の作成 
⑥ 介護支援専門員の訪問頻度    １ヶ月に１回以上 



 
 

⑦ モニタリングの結果記録     １ヶ月に１回以上、利用者の居宅を 
          訪問し、居宅サービス計画の実施状況について 
          毎月評価を行う。 
次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者

の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない

月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することが

できます。 
⑴テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利

用者の同意を得ていること。 
⑵サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、

担当者その他の関係者の合意を得ていること。 
(ⅰ)利用者の心身の状況が安定していること。 
(ⅱ)利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができる

こと。 
(ⅲ)介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把

握できない 
情報について、担当者から提供を受けること 

 
  ２ 居宅介護支援の内容 

① 居宅サービス計画の作成及び、計画の変更。 
② 居宅サービス提供事業所との連絡調整 
③ 介護保険施設等への紹介 
④ 要介護認定の申請に係る援助及び利用者に対する相談援助 
⑤ その他利用者に対する便宜の提供 
⑥ 主治の医師等に対して、居宅サービス計画書を交付 
⑦ 給付管理 

（利用料） 
第７条 指定居宅介護支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定

める基準によるものとし、当該指定居宅介護支援が法定代理受領サー

ビスの場合は、利用者からの徴収はない。 
 
（通常の事業の実施地域） 
第８条 通常の実施地域は次のとおりとする。 
    青葉区  （その他の地域は、ご相談のうえ適切に対応する）  
 



 
（秘密保持及び守秘義務） 
第 9 条 従事者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者またはその 

家族の秘密を漏らしてはならない。 
２ 従事者が、従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべ

き旨を、従業者との雇用契約時の取り決めとする。 
３ 事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等 
  に利用者に関する心身等の情報を提供できるものとする。 
４ 事業者は、サービス担当者会議など正当な理由がある場合には、その情

報が用いられる者の事前の同意を文面により得た上で、個人情報を用い

ることとする。 
 
 （事故発生時の対応） 
第 10 条 事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生

した場合には速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに

必要な措置を講じる。 
 
 （サービス内容に関する相談・苦情等） 
第 11 条 事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置すると 
    共に担当者を明示し、居宅サービス等に関する利用者の相談、苦情等 
    に対し、迅速かつ適切に対応する。 

１ 事業所の苦情相談窓口 
 
   担当者  医療法人財団 明理会 西仙台病院居宅介護支援センター 
          相談担当責任者   福田 浩則 
 
          電話番号  022－394－5721   

FAX 番号  022－394－7286 
 

    ２  その他 

  当事業所以外にもお住まいの市町村及び、宮城県国保連合会の相談・苦情

窓口等に苦情を伝えることができます。 

 

青葉区役所 介護保険課 介護保険係 022-225-7211 

宮城野区役所 介護保険課 介護保険係 022-291-2111 

太白区役所 介護保険課 介護保険係 022-247-1111  

泉 区役所 介護保険課 介護保険係 022-372-3111 



宮城総合支所 保険福祉課 保険係 022-392-2111  

秋保総合支所 保険福祉課 保険係 022-399-2111 

仙台市介護事業支援課 ケアマネジメント指導係  022－214－8192 

仙台市社会福祉協議会            022－223－2010 

宮城県国保連合会介護保険課内 介護相談室  022－222－7700 

宮城県社会福祉協議会（運営適正化委員会）  022－716－9674  

 
（その他の重要事項） 
第 12 条  指定居宅介護支援事業所は介護支援専門員の質的向上を図るための 

研修の機会を次のとおり設けるものとする。 
  １ 採用時研修 6 ヶ月以内 
  ２ 継続研修  年 2 回以上 
  ３ 都道府県・市区町村等主催及びその他の研修会への参加 
 
第 13 条  虐待防止のための措置に関する事項 

１ 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図る。 

２ 虐待の防止のための指針を整備する。 

３ 介護支援専門員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

４ 虐待の防止のための研修を定期的に実施するための担当者を置く。 

 
この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は医療法人財団明理会と西

仙台病院居宅介護支援センターの管理者との協議にもとづいて定めるものとす

る。 
 
附則 
この規程は、平成 12 年  4 月 1 日から実施する。 
      平成 15 年  4 月 1 日  改定    平成 28 年 10 月  1 日  改定 
      平成 18 年  4 月 1 日  改定    平成 29 年 8 月 21 日  改定 
      平成 18 年  5 月 1 日  改定        平成 30 年 4 月  1 日   改定 
      平成 18 年  9 月 1 日  改定    令和 元年 8 月 16 日  改定 

平成 20 年  1 月 1 日  改定    令和 2 年 4 月  1 日  改定 
平成 21 年  4 月 1 日  改定    令和 3 年 4 月  1 日  改定 
平成 21 年  9 月 1 日  改定    令和 4 年 4 月  1 日  改定 
平成 27 年 10 月 1 日  改定    令和 6 年 4 月  1 日 改定 
平成 28 年  8 月  8 日    改定 
平成 28 年  8 月 26 日    改定 


